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要約 養護教諭養成課程の学生にとって、聴覚障害に関する知識を得ることは重要であるにも関わらず、教育を受けられる機

会は少なく、聾学校や難聴学級のある学校に勤務することに対して不安を抱いている。そのため本稿では、知識講座と現役聾

学校養護教諭による講演の 2つの授業スタイルを用いより不安の軽減が可能である授業スタイルと学習順序について検討した。

さらに、2017年度から開講された「特別支援教育基礎」を受講した 1年生と「特別支援教育」を受けておらず先の知識講座

と現役聾学校養護教諭による講演を受講する前の 4年生との学年間の不安と知識の検討を行った。その結果、養成段階におい

て聴覚障害に関する知識講座や、現役聾学校養護教諭による講演を経験することで、不安が減少し知識もつけることができる

とわかった。また、知識講座と、現役養護教諭による講演を比較すると、知識講座を受講するほうが効果的であるということ

がわかった。さらに、知識講座と現役養護教諭による講演をどちらも行う場合、現役養護教諭による講演を受けてから、知識

講座を受講することが効果的であることがわかった。2017年度から開講の「特別支援教育基礎」を受講した 1年生の不安は、

4年生が知識講座や講演を受ける前よりも少ないことがわかり、早期の介入が就労への不安を軽減する可能性が考えられた。

今後、縦断的な研究が必要である。 
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１．はじめに  

愛知教育大学養護教諭養成課程では、 4 年次に

8 割程が卒業後の進路として愛知県内の養護教諭

としての勤務を希望しており、卒業生は小学校、

中学校、高等学校、特別支援学校といった様々な

校種の養護教諭として活躍している。  

文部科学省（ 2010）の教育職員免許法施行規則

の第６条では、免許法別表第一に規定する幼稚園、

小学校、中学校又は高等学校の教諭の普通免許状

の授与を受ける場合の教職に関する科目の「教育

の基礎理論に関する科目」に、「教育の理念並びに

教育に関する歴史及び思想」「教育の基礎に関する

社会的、制度的又は経営的事項」と併せて、「幼児、

児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程（障害

のある幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習

の過程を含む。）」の項目があり、一種教員免許状

を取得する学生は６単位、二種免許状を取得する

学生は４単位を修めなければならないこととなっ

ている。つまり、大学の教職免許を取得する中で、

学生たちは、「障害のある幼児・児童・生徒の心身

の発達、学習過程について学び、理解すること」

が義務付けられている。大学の教職科目では、発

達心理学や学習心理学等の授業の中で障害のある

児童生徒の指導について取り扱うこととなってい

る。そして、文部科学省（ 2017）の「教育職員免

許法施行規則及び免許状更新講習規則の一部を改

正する省令の公布について（通知）」では、平成

31 年度より、教職科目の中で「特別の支援を必要

とする幼児、児童及び生徒に対する理解」の授業

を 1 単位以上で必修化することとなった。しかし

ながら、現在の教員養成段階の教職実践演習を受

講している 4 年次の学生は、基礎学力及び現場経
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験の不足に不安を抱いており、実践的に学ぶ機会

の充実を求めている 1）。同様に、本学養護教諭養

成課程の学生においても、実践的に学ぶ機会の少

なさに不安を抱いていることが考えられる。  

将来養護教諭を目指している学生は、保健教育

や看護教育という専門領域を学ぶ中において特別

支援教育の必要性を強く認識しており、学びの機

会や専門性を求めていることが明らかになってい

る 2）。知的障害養護学校で働く養護教諭のうち、

「障害児の病理や扱い方の学習」を大学で学んだ

と答えた者はわずか 9.5％であった 3）。聾学校に

勤務する養護教諭は、「聾学校に勤務する養護教諭

に必要な知識・技術、素質」について 12 項目す

べてで 90％以上の必要感を感じているものの、

「養成教育の一環として大学で学んできた」とし

ている割合は高いもので 42％であり、12 項目中 8

項目で 10％以下と少ないことが分かっている 4）。

本学の 2014 年度養護教諭養成課程入学者におけ

るカリキュラムにおいても、特別支援教育につい

ての講義は 2 年次の「障害児の保健管理」のみで

ある。また、特別支援教育の中でも、聴覚障害教

育に目を向けると、現在、愛知県内に聾学校は 5

校あり、愛知県内の小中学校の難聴学級は 1 年間

で 20 学級以上増加している。このことから本学

養護教諭養成課程の卒業生が養護教諭として聴覚

障害児と関わる可能性は年々高くなっているとい

える 5）。このように、養護教諭は特別支援学校で

勤務する可能性があるものの、養成段階において

は特別支援教育に関する学びの機会が少なく、聴

覚障害教育についてはさらに少ない。  

特別支援教育の学習方法に目を転じると、幸田

ら 6）は心理福祉系大学生を対象にした精神疾患に

対するスティグマの変化についての調査で、座学

のみを受けて知識理解が得られるだけではスティ

グマに変化は見られないが、当事者の体験を聞く

ことでスティグマの軽減につながると述べている。 

以上のことから、聴覚障害児と関わる養護教諭

が必要と感じている内容を養成段階で教育するこ

とにより、知識量や不安が変化するかを明らかに

しようと考えた。さらに、知識講座を受けてから

聾学校現役養護教諭の講演を聞く知識先群と、聾

学校現役養護教諭の講演を聞いてから知識講座を

受ける講演先群に分け、その授業スタイル及び学

習順序による教育効果の違いを明らかにする。  

 

２．研究方法  

２．１．研究１  

愛知教育大学養護教諭養成課程の 4 年生を対象

に、LINE を用いて呼びかけ、参加の意思表明が

あった 33 名を、知識講座を先に受ける群（知識

先群）17 名、現役養護教諭による講演を先に受け

る群（講演先群）16 名に分け、質問紙調査を実施

した。回答に欠損があるものを除き、有効回答者

31 名（知識先群 16 名、講演先群 15 名）を分析

対象とした（有効回答率 93.9％）。調査は平成 29

年 11 月 13 日に実施し、対象者には調査の目的と

方法、データの匿名化、権利を説明し同意を得た。  

調査は開始前（「知識 1」、「講演 1」）、知識講座

後（「知識 2」）または講演後（「講演 2」）、講演後

（「知識 3」）または知識講座後（「講演 3」）の計 3

回実施し、不安度は小笠原 2)を参考に研究者らで

14 項目作成し、140 点をすべての項目において最

も不安な状態とした。正誤問題は聴覚障害に関す

る内容とし、言語聴覚士の指導を受けながら 38

問作成し、満点を 38 点とした。知識講座の内容

は「聴覚障害に関する医学的知識と学校現場での

配慮事項」とした。講演内容は「聾学校に勤務す

る養護教諭の職務について」、「聾学校に赴任した

時に感じたこと」を中心とした。  

知識講座は約 45 分、講演は約 75 分実施した。

統計処理は SPSS 16.0 J for Windows を用い、不

安度・正誤問題ともに知識先群と講演先群での平

均値を対応のない t 検定で比較した。質問紙知識

1、知識 2、知識 3 の平均値、質問紙講演 1、講演

2、講演 3 の平均値は対応のある一元配置分散分

析で比較した。なお、有意水準は 5％未満とした。  

 

２．２．研究２  

愛知教育大学の 1 年生は 2017 年度から開講さ

れている「特別支援教育基礎」を全員受講してい

る。この講義は、15 コマ 2 単位の授業であり、聴

覚障害を含む障害に関する基本的な知識を学習し、

実際の指導・支援方法を習得することを目標とし

て開講されている。そのため、研究 1 と同様の質

問紙調査を養護教諭養成課程 1 年生 40 名に対し

て後期の授業が終了した 2018 年 2 月 15 日に実施

し不安度及び知識の定着度を確認した。なお、 1

年生には知識講座及び現役聾学校養護教諭による

講演は実施していない。 1 年生の質問紙調査の結

果は各項目の平均点のみを算出し、カリキュラム

の異なる「特別支援教育基礎」を受講していない

4 年生の結果と比較した。  
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２．３．倫理的配慮  

 調査は無記名で実施した。また、調査の目的、

調査への協力が任意であること、回答はプライバ

シーを守り、調査目的以外に使用しないこと、調

査用紙や収集されたデータは調査者が厳重に管理

し、研究終了後は破棄することを調査用紙に記載

し、口頭での説明も行った。  

 

３．  結果  

３．１．研究１   

３．１．１．知識先群と講演先群間の不安度及び

正誤問題の正答数の比較  

知識先群と講演先群の両群の不安度及び正誤問

題正答数の平均値の比較を表 1 に示した。開始前

の質問紙において不安度の平均は「知識 1」：118.3

点、「講演 1」： 105.3 点で両群間に有意差はなか

った（ t＝ 1.900、 p＞ 0.05）。正誤問題正答数は、

「知識 1」：12.9 問、「講演 1」：12.7 問で両群間に

有意差はなかった（ t＝ 0.100、p＞ 0.05）。開始前、

不安度と正答数について両群間に有意な差は認め

なかった。 2 回目の質問紙において不安度の平均

は「知識 2」：99.3 点、「講演 2」：89.2 点で、両群

間に有意差はなかった（ t 値＝ 1.432、 p＞ 0.05）。

正答数は、「知識 2」： 28.7 問、「講演 2」： 15.7 問

で「講演 2」に比べ、「知識 2」の正答数が有意に

増加していた（ t 値＝ 9.066、 p＜ 0.05）。 3 回目の

質問紙においては、不安度は「知識 3」： 91.6 点、

「講演 3」：75.3 点で、「知識 3」に比べ、「講演 2」

の不安度が有意に増加していた（ t 値＝ 2.216、 p

＜ 0.05）。正答数は、「知識 3」：30.0 問、「講演 3」：

32.7 問で「知識 3」に比べ、「講演 3」の正答数が

有意に増加していた（ t 値＝－ 2.315、 p＜ 0.05）。 

 

 

３．１．２．「知識 1」－「知識 2」－「知識 3」

間の不安度及び正誤問題の正答数の比較  

「知識 1」－「知識 2」－「知識 3」間の不安度

の平均値及び正答数の平均値をそれぞれ、一元配

置分散分析で比較した。その結果を図 1 と図 2 に

示した（ *p＜ 0.05、 **p＜0.01）  

不安度は F（ 1.25,18.78）＝ 45.626、 p＜ 0.05、

正答数は F（ 1.32,19.74）＝ 179.771、p＜ 0.05 で、

不安度・正答数ともに、平均値に有意差があるこ

とが分かった。Bonferroni 法を用いて多重比較を

行ったところ、「知識 1」－「知識 2」間では不安

度は－ 19.0 点と有意に減少し、正答数は＋ 15.8

問と有意に増加していた（不安度： p＜ 0.05、正

答数：p＜ 0.05）。「知識 2」－「知識 3」間では不

安度は－ 7.7 点と有意に減少し、正答数は＋ 1.3 問

と有意な変化は見られなかった（不安度：p＜ 0.05、

正答数： p＞ 0.05）。  

 

 

表  1 知識－講演間の不安度・正誤問題正答数の  
平均値の比較  
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３．１．３．「講演 1」－「講演 2」－「講演 3」

間の不安度及び正誤問題の正答数の比較  

「講演 1」－「講演 2」－「講演 3」間の不安度

の平均値及び正答数の平均値をそれぞれ、一元配

置分散分析で比較した。その結果を図 1 と図 2 に

示した（ *p＜ 0.05、 **p＜0.01）。  

不安度は F（ 1.46,20.37）＝ 34.652、 p＜ 0.05、

正答数は F（ 2.00,28.00）＝ 458.063、p＜ 0.05 で、

不安度・正答数ともに平均値に有意差があること

が分かった。「講演 1」－「講演 2」間では不安度

は－ 16.0 点と有意に減少し、正答数は＋ 3.0 問と

有意に増加していた（不安度：p＜ 0.05、正答数：

p＜ 0.05）。「講演 2」－「講演 3」間では不安度は

－ 13.9 点と有意に減少し、正答数は＋ 17.0 問と有

意に増加していた（不安度：p＝＜ 0.05、正答数：

p＜ 0.05）。  

 

３．２．研究２   

３．２．１．1 年生と 4 年生の間の不安度及び正

誤問題の正答数の比較  

 4 年生の 1 回目の質問紙と 1 年生の質問紙の、

不安度及び正誤問題の正答数の平均値を表 2 に示

した。  

不安度の合計平均点は 1 年生が 102.63±17.72

点、4 年が 111.97±19.7 点であり、１年生は有意

に不安が少なかった（ t＝ -2.096、p＜ 0.05）。正誤

問題正答数の平均は 1 年生が 14.78±4.64 問、 4

年知識が 12.81±3.93 問であり 1 年生の正答数が

多い結果となったが有意な差はなかった（ t＝

1.894、 p>0.05）。  

４．考察  

本研究では、愛知教育大学養護教諭養成課程の

4 年生が聴覚障害児と関わることについて抱いて

いる不安を軽減するための授業スタイル及び学習

順序について検討した。対象者を 2 つのグル－プ

に分け、一方は知識講座を受けてから現役養護教

諭による講演を聞く知識先群、もう一方は現役養

護教諭による講演を聞いてから知識講座を受ける

講演先群とした。それぞれのグル－プで質問紙調

査を 3 回実施し、不安度と正誤問題の正答率につ

いて分析を行った結果、以下の二点が明らかとな

った。  

一点目は、授業スタイルの違いがもたらす不安

度と正答率の変化についてである。 2 回目の質問

紙実施時点では、知識先群は知識講座のみを受け

た状態、講演先群は講演のみを聞いた状態である

ため、知識講座と講演の教育効果を確かめること

ができる。 2 回目の質問紙の不安度においては、

両群ともに有意に減少していた。また、 2 回目の

正誤問題の正答率においては、知識講座を受けた

知識先群の正答率が有意に上昇しており、両群間

に有意な差が認められた。このことから、短時間

で不安を減少させることは知識講座、講演のどち

らでも可能であるが、それに加え知識を得ようと

する場合は、知識講座を受けた方が効果的である

と言える。十分な授業時間の確保が難しい場合な

どに活用できると考えられる。  

二点目は、学習順序の違いがもたらす不安度と

正答率の変化についてである。 3 回目の質問紙実

施時点では、知識先群は知識講座を受けてから講

演を聞いた状態、講演先群は講演を聞いてから知

識講座を受けた状態であるため、より効果的な学

習順序を確かめることができる。 3 回目の質問紙

の不安度においては、両群間に有意な差が認めら

れた。また、 3 回目の正誤問題の正答率において

は、講演先群の正答率が有意に上昇しており、両

群間に有意な差が認められた。一方で、知識先群

の正答率の変化には有意な差は認められなかった。

2 回目の知識先群の質問紙と比較すると、 3 回目

の質問紙では正答率が減少しているわけではない

ため、短期記憶の効果により有意な差が出なかっ

たとは考えにくい。このことから、講演を聞いて

から知識講座を受ける方が、不安度を減少させ、

正誤問題の正答率が上昇するという改善がなされ

るということが言える。現役養護教諭による講演

と知識講座を両方受けることができる場合は、講

演を先に受けた方が効果的であると考えられる。

幸田ら 6）により、単に知識を身につけるだけでは

否定的な認識を改善することは難しく、主体的に

考えた意見を発言するという教育方法が効果的で

あることが分かっており、今回の研究でも知識を

身につけるだけでは十分な改善は見られないとい

うことが示唆された。  

また、 4 年生と 1 年生の結果を比較すると、不

安度は 1 年生が最も低く、正誤問題正答数は 1 年

表 2 4 年生－ 1 年生間の不安度及び正誤問題正答

数の平均値の比較  

 
p値

平均点 標準偏差 平均点 標準偏差
不安度合計(点) 102.63 17.72 111.97 19.74 0.04*
正誤問題正答数(問) 14.78 4.64 12.81 3.93 0.062

*p＜0.05

4年生(n＝31)1年生(n＝40)
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生が最も高い結果となった。特別支援学校の教員

の不安は、実践的知識やスキルと連携体制の構築

であると指摘されている。7）養護教諭養成課程の

学生も養護実習を経験することで、実践的知識が

無いことなどを知り不安度が高くなっていくこと

が考えられる。一方で、知識を得ているからこそ

不安が高まるとは考えにくいため、知識は積極的

に得ていくことが大切であると考える。 1 年生の

正誤問題正答数から、1 年次に開講されている「特

別支援教育基礎」の授業は聴覚障害に関する知識

を得るうえで効果があると考えられる。  

以上のことから、聴覚障害に関する知識講座と

現役養護教諭による講演では、どちらかしか受け

られない場合は知識講座、両方受ける場合は講演

を聞いてから知識講座を受ける方が、不安度及び

正誤問題の正答率が改善されるということが示唆

された。聴覚障害のある子どもと関わる養護教諭

の実態を知ってから知識を得ることで、より具体

的な養護教諭像をイメ－ジでき、今後に生かして

いくことができると考えられる。学校現場に出た

時にすぐ活用できるよう、養護教諭の実態に即し

た内容の授業を養成段階でもっと取り入れるべき

であると考える。学生にとって聾学校に勤務する

養護教諭と関わる機会は少ない。そのため、大学

からの働きかけがあってこそ学生がより多くの知

識を得ることができる。より質の高い養護教諭を

育成することが教育大学の役目ではないだろうか。

養護教諭の養成段階で聴覚障害に関する教育を受

けることにより、愛知教育大学養護教諭養成課程

の卒業生としての活躍の場がさらに広がることを

期待する。  

 

５．おわりに  

本研究では、聴覚障害児と関わる養護教諭が必

要と感じている内容を、養成段階で教育すること

により、不安が軽減するかを検討した。その結果、

養成段階において聴覚障害に関する知識講座や、

現役聾学校養護教諭による講演を経験することで、

不安が減少し知識もつけることができるとわかっ

た。また、知識講座と、現役養護教諭による講演

を比較すると、知識講座を受講するほうが効果的

であるということが分かった。さらに、知識講座

と現役養護教諭による講演をどちらも行う場合、

現役養護教諭による講演を受けてから、知識講座

を受講することが効果的であることがわかった。

今回の研究では、対象を 4 年生のみとしたが、他

学年でも同じ効果が得られるのかを確かめ、大学

のカリキュラムに組み込む場合どの学年が適切か

を検討していく必要がある。また、問題によって

正答率の差が出たため、より確実な知識を身につ

けるには知識講座や講演の内容について今後さら

なる検討をしていくことが必要である。さらに、

知識の定着率や時間経過による不安度の変化を確

かめるため、期間をおいて再度質問紙調査を実施

する等、継続的な教育が必要であるかを検討して

いかなければならない。  
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